
◆手続き関係法規 

 

○特定有害廃棄物等の輸出⼊の規制に関する法律（抜粋） 
（平成四年⼗⼆⽉⼗六⽇法律第百⼋号） 

 

（輸出の承認）  

第四条  特定有害廃棄物等を輸出しようとする者は、外国為替及び外国貿易法 （昭和二 

十四年法律第二百二十八号）第四十八条第三項 の規定により、輸出の承認を受ける義務を 

課せられるものとする。  

２  経済産業大臣は、その輸出に係る特定有害廃棄物等の処分に伴い生ずるおそれのある

大気の汚染、水質の汚濁その他の環境の汚染（以下単に「環境の汚染」という。）を防止す

るため特に必要があるものとして経済産業省令、環境省令で定める地域を仕向地とする経

済産業省令、環境省令で定める特定有害廃棄物等の輸出について前項の承認の申請があっ

たときは、その申請書の写しを環境大臣に送付するものとする。  

３  環境大臣は、前項の規定により申請書の写しの送付があったときは、その申請書に係

る特定有害廃棄物等の処分について環境の汚染を防止するために必要な措置が講じられて

いるかどうかを確認し、その結果を経済産業大臣に通知するものとする。  

４  経済産業大臣は、前項の規定により環境の汚染を防止するために必要な措置が講じら

れている旨の環境大臣の通知を受けた後でなければ、第一項の輸出の承認をしてはならな

い。  

（輸出移動書類の交付等）  

第五条  経済産業大臣は、前条第一項の輸出の承認をしたときは、速やかに、その承認を

受けた者に対し、当該特定有害廃棄物等に係る移動書類（以下「輸出移動書類」という。）

を交付しなければならない。  

２  経済産業大臣は、前項の規定により輸出移動書類を交付したときは、当該輸出移動書

類の写しを環境大臣に送付するものとする。  

３  第一項の規定により輸出移動書類の交付を受けた者は、当該輸出移動書類が汚損され、

又は失われたときは、経済産業省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を経済産業

大臣に届け出なければならない。この場合において、当該輸出移動書類の交付を受けた者

は、経済産業省令で定めるところにより、経済産業大臣に申請し、その再交付を受けるこ

とができる。  

４  第一項の規定により輸出移動書類の交付を受けた者は、前項後段の規定により輸出移

動書類の再交付を受けた場合において、その失われた輸出移動書類を回復するに至ったと

きは、経済産業省令で定めるところにより、当該輸出移動書類を添付して、遅滞なく、そ

の旨を経済産業大臣に届け出なければならない。  

５  輸出移動書類の様式は、経済産業省令で定める。  

（輸出特定有害廃棄物等の運搬）  

第六条  前条第一項の規定により輸出移動書類が交付された特定有害廃棄物等（関税法 

（昭和二十九年法律第六十一号）第六十七条 の規定による輸出の許可を受けたものに限る。

以下「輸出特定有害廃棄物等」という。）の運搬を行う場合は、当該輸出移動書類を携帯し

てしなければならない。  

２  前項の規定により輸出移動書類を携帯して運搬を行う者は、当該輸出移動書類にその

輸出特定有害廃棄物等の引渡しを受けた日付その他の経済産業省令、環境省令で定める事

項を記載し、かつ、署名しなければならない。  

３  輸出特定有害廃棄物等の運搬を行う場合は、当該輸出特定有害廃棄物等に係る輸出移

動書類に記載された内容に従ってしなければならない。ただし、当該輸出特定有害廃棄物

等の運搬について第十四条第一項の規定又は同項ただし書の政令で定める法律の政令で定

める規定による命令がされた場合は、この限りでない。  



（輸出移動書類に係る届出）  

第七条  第五条第一項の規定により輸出移動書類の交付を受けた者は、次に掲げる場合は、

経済産業省令、環境省令で定めるところにより、当該輸出移動書類を添付して、遅滞なく、

その旨を経済産業大臣及び環境大臣に届け出なければならない。  

一  輸出移動書類に係る輸出特定有害廃棄物等の輸出又は運搬を行わないこととなった

とき。  

二  輸出移動書類に係る輸出特定有害廃棄物等を失ったとき。  

 

（手数料）  

第十七条  次に掲げる者は、実費を勘案して政令で定める額の手数料を納めなければな

らない。  

一  輸出移動書類の交付を受けようとする者  

二  輸出移動書類の再交付を受けようとする者  

三  輸入移動書類の交付を受けようとする者  

四  輸入移動書類の再交付を受けようとする者  

 

 

○特定有害廃棄物等の輸出⼊等の規制に関する法律施⾏令（抜粋） 
 （平成五年九⽉三⽇政令第⼆百⼋⼗⼆号） 
 

（手数料）  

第六条  法第十七条 の規定により別表第四の上欄に掲げる者が納付しなければならない

手数料の額は、同表の中欄に定める金額（電子申請（行政手続等における情報通信の技術

の利用に関する法律 （平成十四年法律第百五十一号）第三条第一項 の規定により同項 に

規定する電子情報処理組織を使用して行う申請をいう。以下同じ。）による場合にあっては、

同表の下欄に定める金額）とする。  

 

別表第四 （第六条関係）  

  納付しなければならない者 金額 電子申請による場合に

おける金額 

一 輸出移動書類の交付を受けようとする者 一万二千円 一万六百円 

二 輸出移動書類の再交付を受けようとする者 九千七百円 八千三百円 

三 輸入移動書類の交付を受けようとする者 一万六千七百円 一万五千三百円 

四 輸入移動書類の再交付を受けようとする者 九千七百円 八千三百円 

五 輸入移動書類の書換えを受けようとする者 一万七千五百円 一万五千七百円 

 

 

○特定有害廃棄物等の輸出⼊等の規制に関する法律施⾏規則 
 （平成五年⼗⽉七⽇総理府・厚⽣省・通商産業省令第⼀号） 
 

特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（平成四年法律第百八号）第六条第二項、

第七条、第十条第二項、第十二条及び第十三条の規定に基づき、特定有害廃棄物等の輸出入

等の規制に関する法律施行規則を次のように定める。 
（輸出移動書類に記載すべき事項）  
第一条  特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律 （以下「法」という。）第六条

第二項 の経済産業省令、環境省令で定める事項は、当該輸出特定有害廃棄物等の引渡しを受

けた日付、運搬を開始した日付及び運搬手段とする。  



（輸出移動書類に係る届出）  
第二条  法第五条第一項 の規定により輸出移動書類の交付を受けた者は、法第七条第一号 
又は第二号 に該当する場合には、様式第一による届出書により、経済産業大臣及び環境大臣

に届け出なければならない。  
（輸入移動書類に記載すべき事項）  
第三条  法第十条第二項 の経済産業省令、環境省令で定める事項は、輸入特定有害廃棄物

等の運搬を行う者については、当該輸入特定有害廃棄物等の引渡しを受けた日付、運搬を開

始した日付及び運搬手段とする。  
２  法第十条第二項 の経済産業省令、環境省令で定める事項は、輸入特定有害廃棄物等の

処分を行う者については、当該輸入特定有害廃棄物等の引渡しを受けた日付及び量並びに処

分を予定している日付又は行った日付及び処分の方法とする。  
（輸入移動書類に係る届出）  
第四条  輸入移動書類（当該輸入移動書類に係る輸入特定有害廃棄物等が廃棄物の処理及

び清掃に関する法律 （昭和四十五年法律第百三十七号）第二条第一項 の廃棄物に該当する

場合を除く。以下この項及び次条第一項において同じ。）の交付を受けた者等は、法第十二条

第一項第一号 に該当する場合には、様式第二による届出書により、第六条第一項に定める様

式第四及び同条第二項に定める様式第五による通知書の写しを添付して、経済産業大臣及び

環境大臣に届け出なければならない。  
第五条  輸入移動書類の交付を受けた者等は、法第十二条第一項第二号 又は第三号 に該

当する場合には、様式第三による届出書により、経済産業大臣及び環境大臣に届け出なけれ

ばならない。  
（通知）  
第六条  輸入移動書類に係る処分を行う者は、正当な事由のない限り、当該輸入移動書類

に係る輸入特定有害廃棄物等の引渡しを受けた日から三営業日以内に、様式第四による通知

書により、第三条第二項に定める事項を記載し、かつ、引渡しを受けたことを確認する署名

を行った当該輸入移動書類の写しを添付して、法第十三条第一号 及び第二号 に定める者に

通知しなければならない。  
２  輸入移動書類に係る処分を行う者は、正当な事由のない限り、当該輸入移動書類に記

載された内容に従って輸入特定有害廃棄物等の処分を行った日以後速やかに、遅くとも当該

日から三十日以内に、様式第五による通知書により、第三条第二項に定める事項を記載し、

かつ、処分したことを確認する署名を行った当該輸入移動書類の写しを添付して、法第十三

条第一号 及び第二号 に定める者に通知しなければならない。  
３  前二項の規定による通知をした者は、その通知書の写し（輸入移動書類の写しを含む。）

を、五年間保存しなければならない。  
（身分を示す証明書）  
第七条  法第十六条第三項 の証明書の様式は、様式第六のとおりとする。  
 
   附 則 抄  

（施行期日） 

第一条  この命令は、法の施行の日から施行する。  

 

   附 則 （平成一〇年一一月六日総理府・厚生省・通商産業省令第一号）  

 この命令は、公布の日から施行する。  

 

   附 則 （平成一二年八月一四日総理府・厚生省・通商産業省令第一号）  

 この命令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平

成十三年一月六日）から施行する。  

 

   附 則 （平成一四年三月二九日環境省令第一〇号）  

 この省令は、公布の日から施行する。  

 



   附 則 （平成二七年九月一日経済産業省・環境省令第六号）  

（施行期日） 

１  この省令は、公布の日から施行する。  

（経過措置） 

２  この省令の施行の日前に特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律第五条第三

項若しくは第九条第二項又は特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律に基づく届出

等に関する省令の一部を改正する省令（平成二十七年経済産業省令第六十四号）による改正

前の特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律に基づく届出等に関する省令（平成五

年通商産業省令第六十一号）第三条第一項若しくは第四条第一項の規定により申請された輸

出移動書類又は輸入移動書類に係る特定有害廃棄物等については、この省令による改正後の

規定にかかわらず、なお従前の例による。  

 

様式第一・第二・第三・第四・第五・第六 （略） 

 

 

○特定有害廃棄物等の輸出⼊等の規制に関する法律に基づく届出等に関する省令  
（平成五年⼗⽉七⽇通商産業省令第六⼗⼀号） 

 

特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（平成四年法律第百八号）第五条第三項、

第四項及び第五項（同法第九条第四項において準用する場合を含む。）、第九条第二項及び第

三項並びに第十条第四項の規定に基づき、並びに同法の規定を実施するため、特定有害廃棄

物等の輸出入等の規制に関する法律に基づく届出等に関する省令を次のように定める。 

（輸出移動書類の交付）  

第一条  特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律 （以下「法」という。）第五条

第一項 の輸出移動書類の交付を受けようとする者は、様式第一による申請書二通を経済産業

大臣に提出しなければならない。  

２  経済産業大臣は、前項の申請が輸出の承認の内容と一致することを確認したときは、

速やかに、当該申請書にその旨を記入し、輸出移動書類としてそのうち一通を申請者に交付

しなければならない。  

（輸出移動書類等の汚損等の届出及び再交付の申請）  

第二条  法第五条第三項 又は法第九条第二項 の規定による届出は、様式第二による届出

書を経済産業大臣に提出してしなければならない。この場合において、輸出移動書類又は輸

入移動書類（以下「輸出移動書類等」という。）が汚損されたために届け出るときは、当該輸

出移動書類等を届出書に添付しなければならない。  

２  法第五条第三項 又は第九条第二項 の規定による申請は、様式第三による申請書を経

済産業大臣に提出してしなければならない。  

（紛失した輸出移動書類等の回復の届出）  

第三条  法第五条第四項 又は第九条第三項 の規定による届出は、様式第四による届出書

に、回復した輸出移動書類等を添付し、経済産業大臣に提出してしなければならない。  

（輸入移動書類の交付）  

第四条  法第九条第一項 の輸入移動書類の交付を受けようとする者は、様式第五による申

請書二通に、当該特定有害廃棄物等に係る移動書類及びその写し各一通を添付し、経済産業

大臣に提出しなければならない。  

２  経済産業大臣は、前項の申請について法第九条第一項 の確認をしたときは、速やかに、

当該申請書にその旨を記入し、そのうち一通に前項の移動書類を添付し、輸入移動書類とし

て申請者に交付しなければならない。  

（輸入移動書類の記載内容と異なる運搬の届出）  

第五条  法第十条第四項 の規定による届出は、様式第六による届出書に、輸入移動書類を

添付し、経済産業大臣に提出してしなければならない。  



 

   附 則  

 この省令は、法の施行の日から施行する。  

 

   附 則 （平成一二年一一月二九日通商産業省令第三六九号）  

 この省令は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、様式第一から様式第三まで及び

様式第六の改正規定（「通商産業大臣」を「経済産業大臣」に改める部分を除く。）は、公

布の日から施行する。  

 

   附 則 （平成二七年九月一日経済産業省令第六四号）  

（施行期日） 

１  この省令は、公布の日から施行する。  

（経過措置） 

２  この省令の施行の日前に特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律第五条第三

項若しくは第九条第二項又はこの省令による改正前の特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に

関する法律に基づく届出等に関する省令第三条第一項若しくは第四条第一項の規定により申

請された輸出移動書類又は輸入移動書類に係る特定有害廃棄物等については、この省令によ

る改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

 

様式第一・第二・第三・第四・第五・第六 （略） 

  

○特定有害廃棄物等の輸出承認について 
輸出注意事項 ５ 第４１号(5.12.14)  
最終改正︓輸出注意事項２８第１０号(28.3.18) 

 

輸出貿易管理令（昭和２４年政令第３７８号）別表第２の３５の２の項（１）に掲げ

る特定有害廃棄物等の輸出の承認については、「輸出貿易管理令の運用について」（昭和６

２年１１月６日付け６２貿局第３２２号・輸出注意事項６２第１１号）によるほか、平

成５年１２月１６日から下記により行います。 

 

記 

１   適用地域 
適用地域は、全地域（南緯６０度の線以北の公海及び台湾を除く。ただし、他の外国 

の地域を経由して南緯６０度の線以北の公海に輸出する場合にあっては、当該外国の地 

域を仕向地とみなし適用地域に含まれるものとする。）とする。 

２   適用品目 

適用品目は、輸出貿易管理令別表第２の３５の２の項（１）に掲げる貨物（特定有害 

廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（平成４年法律第１０８号。以下「法」という。 ）

第２条第１項に規定する特定有害廃棄物等（以下「特定有害廃棄物等」という。)）とす

る。 

なお、特定有害廃棄物等の具体的範囲については、特定有害廃棄物等の輪出入等の規

制に関する法律第２条第１項第１号イに掲げる物に関し定める件（平成１０年環境庁・

厚生省・通商産業省告示第１号。以下「告示」という。）、有害廃棄物等の国境を越える移

動及びその処分の規制に関するバーゼル条約（平成５年条約第７号。以下「条約」とい

う。）附属書Ⅱ並びに経済協力開発機構の回収作業が行われる廃棄物の国境を越える移動の

規制に関する理事会決定に基づき我が国が規制を行うことが必要な物を定める省令（平

成１３環境省令第４１号。以下「OECD 省令」という。。）を参照のこと。 

３   輸出承認の申請 



 
（１）  輸出承認申請書の提出先 

輸出承認の申請をしようとする者は、輸出承認申請書２通を、次に掲げる表の「貨物

の種類」の区分に応じ、右欄に掲げる「提出先」に提出するものとする。 

 

貨  物  の  種  類 提      出      先 

経済産業省貿易経済協力局貿易管理
部 

農水産室の所管に係るもの（農林畜

経済産業省貿易経済協力局貿易管理
部農水産室 

対象貨物のうち、上に掲げるもの以
外 

も

貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課 

（注）輸出しようとする貨物が上記２に該当するか否かについて等の問合せ先…産業 

技術環境局環境政策課環境指導室 

 

（２）  輸出承認申請の際の添付書類 

経済協力開発機構の加盟国（以下「OECD 加盟国」という。）向けであって、OECD 省令に

掲げるものの輸出の場合と経済協力開発機構の非加盟国（以下「OECD 非加盟国」と

いう。）向け又は OECD 加盟国向けであって OECD省令に該当しないものの輸出の場合に

おいて提出書類が異なる。 

①  共通事項 

イ  輸出承認申請理由書  1 通（申請理由書様式によるもの） 

ロ  申請者が法人である場合は登記簿の謄本、個人である場合は住民票の写し １ 

通（ただし、輸出承認の申請実績が無い場合又は前回申請時までに提出した当該 

書類に記載された事項に変更が生じた場合に限る。） 
ハ  輸出契約書又は輸出契約を証するに足る書類のいずれかの写し  １通 

二  特定有害廃棄物等の運搬の手段及び経路（輸出入地点）の詳細を記載した貨物 

のフロー図  １通 

ホ  適用品目が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以 

下「廃掃法」という。）第２条第１項に規定する廃棄物に該当する場合は同法第１０

条第１項（同法第１５条の４の７第１項において準用する場合を含む。）の規定 に

基づく環境大臣の輸出の確認書（同法第１０条第２項（同法第１５条の４の７第 １

項において準用する場合を含む。）に規定する者が輸出しようとする場合を除く

。）の写し  １通 

ヘ  適用品目に係る輸出移動書類（申請書）  ２通 

ト  別紙様式（通告書）に示す書類  １通 
チ  その他の必要と認められる書類 

 

②  OECD 加盟国向けの場合（OECD 省令に掲げる物に限る。 ） 

申請者、輸入者、運搬者及び処分者の間の契約書、又は当該特定有害廃棄物等が 

一の法人等により管理されている事業場の間で運搬される場合にあっては当該事

業場間の契約に相当する取決めの書類（当該契約等には、輸出される特定有害廃棄

物等の運搬又は処分を契約等の内容に従って完了することができない場合におい

て代替的に運搬又は処分を行う者及び費用負担に関する事項が含まれていること。）  

１通 

 

③  OECD 非加盟国向け又は OECD 加盟国向けであって OECD 省令に該当しないものの場

合 
イ  申請の理由に関する次の書類  各１通 

ⅰ 輸出される特定有害廃棄物等を環境上適正かつ効率的な方法で処分するため 

の技術上の能力及び必要な施設、処分能力又は適当な処分場所を我が国が有しな 



いとの理由で申請を行う場合には、申請者がそのように判断した根拠を示した書 

類 

ⅱ 輸出される特定有害廃棄物等が輸入国において再生利用産業又は回収産業の 

ための原材料として必要とされている場合には、処分者が輸入国において当該特 

定有害廃棄物等を再生利用産業又は回収産業のための原材料として必要とし

ている旨の宣言書 

ロ 申請者、運搬者及び処分者が輸出、運搬又は処分を確実に実施するに足る経理的 

基礎及び技術的能力を有することを証する次の書類（申請日の前年度のもの）各１ 

通 

ⅰ  申請者にあっては資金調達方法、貸借対照表、損益計算書、再輸入又は代替 

措置を実施する際の経費に関する見積もり等を示す書類 
ⅱ  運搬者又は処分者にあっては、資本金、売上高等に関する書類 

ハ 申請者、輸入者、運搬者及び処分者の間の、環境の保全上適正な運搬及び処分が 

行われることを明記した契約書又はその契約を証するに足る書類の原本及びそ

の写し 各１通 
ニ   輸入国又は条約の締約国である通過国が特定有害廃棄物等の輸入、運搬又は処分 

について保険、供託金その他の金銭的保証を講じることを義務付けている場合に 
は、当該措置を講じたことを証明する書類の原本及びその写し  各１通 

ホ   特定有害廃棄物等の排出に関する次の書類  １通  

排出事業場の名称、所在地、排出施設及び排出工程 

へ   特定有害廃棄物等の処分（特定有害廃棄物等の処分に伴って生じる残滓の処分 

を含む。）に関する次の書類  各１通 

ⅰ  処分のための施設の種類、設置場所、処分能力、処分方式、処分工程図、

年間処理計画、過去の実績 

ⅱ  処分のための施設の構造の平面図、立面図、断面図及び設計計算書（ 終処分

場にあっては、周辺の地形、地質、地下水の状況を示す書類） 

ⅲ  処分者又は処分のための施設に対する公的な許可等の書類がある場合は当該 

書類 
ⅳ  特別な取扱いの指示 

ト   輸入国における特定有害廃棄物等の処分（特定有害廃棄物等の処分に伴って生

ずる残滓の処分を含む。）に関する規制及び環境保全対策に関する次の書類 各１

通  

ⅰ  輸入国における環境関連規制の遵守の状況 

ⅱ  大気汚染防止対策（排ガスの処理方法、排ガスの量及び性状）、水質汚濁防止対

策（排水の処理方法、排水の量及び性状、放流の方法、放流先の水質の状況）等

の環境保全対策 

ⅲ  その他の環境保全上の対策であって、環境保全上適正な方法で処分される

と処分者（処分に伴って生じたものの処分者を含む。）が評価している根拠とな

る情報 

チ  適用品目についての輸出承認の申請をしようとする者の署名のある次

の書類 各１通 
ⅰ  有害物質の含有の程度及び有害特性の内容を示す書類 

ⅱ  条約付属書Ⅰ及びⅡの該当する Y 番号、条約付属書Ⅲの該当する H 番号、告示

における該当箇所及び国際連合分類区分 

４   輸出の承認 

（１） 上記２に規定する貨物（OECD 省令に掲げる物に限る。）の OECD 加盟国向けの輸出
承認は、当該申請が上記３に従って行われたものであることを確認し、当該適用品
目の輸出が次の①から③までに該当する場合に限り、行うものとする。 

また、適用品目のうち廃掃法第２条第１項に規定する廃棄物であって、環境大



臣による輸出の確認を受ける必要のあるもの（上記３（２）の①共通事項ホに該

当するもの）については同法に基づく環境大臣による輸出の確認を受けているこ

とを併せて確認するものとする。 

 

① 特定有害廃棄物等の輸出について輸入国及び OECD 加盟国である通過国からの書 

面による同意を得ていること。 

ただし、OECD 省令第２号に掲げる物の輸出に関しては、輸入国が我が国に対し 

て行う通告の受領通知の発給の時点から起算して３０日以内に輸入国及び OECD 加 

盟国である通過国の権限のある当局からの回答が無いことをもって同意がなされ

たものとみなす。 

② 当該特定有害廃棄物等の運搬及び処分について、申請者、運搬者、輸入者及び

処分者の間の書面による契約、又は特定有害廃棄物等が一の法人等により管理さ

れている事業場の間で運搬される場合にあっては当該事業場間に契約に相当する

取決めが存在すること。（当該契約等には、輸出される特定有害廃棄物等の運搬又は

処分を契約等の内容に従って完了することができない場合において代替的に運搬

又は処分を行う者及び費用負担に関する事項が含まれていること。） 

③  その他経済協力開発機構の回収作業が行われる廃棄物の国境を越える移動の規

則に関する理事会決定の的確かつ円滑な実施のために必要な事項に適合しているこ

と。 

 

（２） 上記２に規定する貨物の OECD 非加盟国向け又は OECD 加盟国向けであ

って OECD 省令に該当しないものの輸出の承認は、当該申請が上記３に従って

行われたものであることを確認し、当該適用品目の輸出が次の①から⑨までに該

当する場合に限り、行うものとする。 

また、適用品目のうち廃掃法第２条第１項に規定する廃棄物であって、環境大

臣 による輸出の確認を受ける必要のあるもの（上記３（２）の①共通事項ホに

該当するもの）については同法に基づく環境大臣による輸出の確認を受けている

ことを併せて確認するものとする。 

 

①  次のいずれかに該当すること。 

イ 輸出される特定有害廃棄物等を環境の保全上適正かつ効率的な方法により処

分するための技術上の能力及び必要な施設、処分能力又は適当な処分場所を我

が国が有しない場合。 

ロ 輸出される特定有害廃棄物等が輸入国において再生利用産業又は回収産業の

ための原材料として必要とされている場合。 
②  条約の非締約国への輸出でないこと。 

③  南緯６０度以南の地域における処分のための輸出でないこと。 

④  輸入国が輸入を禁止している特定有害廃棄物等の輸出でないこと。 

⑤  輸出について輸入国及び条約の締約国である通過国から書面による同意を得て

いること。 

ただし、条約の締約国である通過国からの同意に関しては、当該通過国が同意

を義務付けない場合において当該通過国が通告を受領した日から６０日以内に

我が国が当該通過国の回答を受領しないときはこの限りでない。 

⑥  輸出される特定有害廃棄物等について環境保全上適正な運搬及び処分が行わ

れることを明記した輸出者と処分者との間の契約の存在につき我が国が輸入国

から確認を得ていること。 

⑦  輸入国又は条約の締約国である通過国が特定有害廃棄物等の輸入又は運搬につ

いて保険、供託金若しくはその他の保証を義務付けている場合には必要な措置を講

じていること。輸入国又は条約の締約国である通過国が当該保証を義務付けない場

合にあっては、申請者が特定有害廃棄物等の再輸入又は代替措置を確実に実施する



経理的能力を有していること。 

⑧  環境大臣から環境の汚染を防止するために必要な措置が講じられていることを

確認した旨の通知を受けていること。 
⑨  その他条約の的確かつ円滑な実施のために必要な事項を満たしていること。 

 

５   承認の条件  

適用品目について輸出承認を行う場合は、次の条件を付するものとする。 

「１  本輸出承認証により輸出される貨物を運搬する者が、別途経済産業大臣が交付する 

「輸出移動書類」を携帯し、かつ同書類に記載された内容に従って運搬するよう措置 

すること。 

２  経済産業大臣が求める場合であって、本輸出承認証により輸出された貨物の処理が 

終了した場合には、それを証する書類を添付して、経済産業大臣に報告すること。 

３  本輸出承認証に係る貨物の輸出に関し、変更の必要が生じた場合は、経済産業大臣 

に届け出てその指示に従うこと。」 


